




1



2



3



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



36



設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

「別記様式第2号（その3の1）授業科目の概要」 カリキュラムの見直しに伴い、「海外建築学プログラムB」を授業科目の
概要に追記（3）

カリキュラムの見直しに伴い、「科学技術と現代社会」を授業科目の概
要に追記（4）【別紙1】

担当教員の変更に伴い、「スペイン語Ⅰ」「スペイン語Ⅱ」「建築・都
市デザイン概論」「比較都市論」の講義等の内容を変更（3）

担当教員の変更に伴い、「スペイン語Ⅰ」「スペイン語Ⅱ」「スペイン
語Ⅲ」「スペイン語Ⅳ」の講義等の内容を変更（4）【別紙2】

「別記様式第3号（その3の1）専任教員の年齢構成・学位保
有状況」

専任教員の准教授より教授へ昇任したことに伴う変更（4）【別紙3】

〇学部の取組み
＜建築学部FD委員会＞
令和3年度は4回開催。委員は、副学部長（教務担当）、学部長補佐（教務担当）を中心に、委員5名で構成。

〇全学的な取組み
平成24年4月よりFD活動を含む教員の資質の維持向上の取組みに対する意思決定の高度化、施策の全学的推進を図るため、教務委員会
のもとにFD部会を設置した。別紙4「教務委員会規程」を添付。
令和4年度より、高等教育推進センター会議のもとにFD部会を移管、設置することとなった。FD施策の全学的方針を立案し、FD強化に
取り組んでいくこと、また教授法を学部等と共有する等の教育支援や学習支援を主として担う。別紙5「高等教育推進センター規程」
を添付。

〇全学的な取組み
＜教務委員会（令和3年度）＞
月1回開催。委員は各学部副学部長で構成。
＜FD部会（令和3年度）＞
随時開催。教務機構長補佐を部会長に、その他高等教育推進センター副長、各学部副学部長等で構成。
<高等教育推進センター会議（令和4年度以降）>
月1回開催。高等教育推進センターのメンバーのほか、学長補佐、教務副機構長等で構成。
＜FD部会（令和4年度以降）＞
随時開催。高等教育推進センター長を部会長に、その他、教務機構長補佐、各学部副学部長等で構成。
令和3年度は1回開催し、委員25名が出席した。
令和4年度は4回開催の予定である。

７　その他全般的事項

＜建築学部　建築学科＞

（１） 設置計画変更事項等

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

〇学部の取組み
令和3年4月、学部におけるFDを推進するため建築学部FD委員会を設置した。

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）
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②　実施状況

〇学部の取組み
＜建築学部FD委員会＞
学部の教育方針やその特色に照らし合わせ、授業形態・方法の点検と改善の方法を議論。また教員として遵守すべきコンプライアンス
について共有。

　ｂ　実施方法

〇学部の取組み
1) 学部全教員を対象に研究活動上の不正行為防止、研究費不正利用の防止、について資料、文献による講習を実施。
2) 学部全教員を対象に授業方法等について意見交換を行い、教育の質向上へ向けて取り組む。
3) 全科目を対象にシラバスチェックを行い、不備の指摘及び整備を実施のうえ、講義担当者による修正を実施。
4) 学部全教員参加にてコロナ禍における教育活動について意見交換、特にオンライン講義のあり方について議論。

〇全学的な取組み
1） 全学の新任教員を対象に年間カリキュラムに従い、4月、8月、2月の3回に分けて実施予定。
2） 全教職員を対象に実施予定。
3） 毎学期、原則全科目を対象に、全学統一の質問項目で実施予定。
4） 各学部のFD活動報告を「高等教育推進センターニュースレター」に掲載予定。
5)　IR分析結果を各学部事務室等にフィードバックを行う予定。

〇全学的な取組み
1) 新任教員研修
2) FD・SD講演会、FDワークショップ
3) 「学修行動と授業に関するアンケート」の実施
4) 各学部のFD活動報告
5)　IR分析

〇学部の取組み
1) コンプライアンスについて、研究活動上の不正行為防止、研究費不正利用の防止、について講習
2) 授業方法等について意見交換、教育の質向上への取り組み
3) シラバスの相互チェック、不備の指摘及び整備
4) コロナ禍における教育活動について意見交換、特にオンライン講義のあり方について議論

〇全学的な取組み
＜教務委員会＞
以下の事項について審議。
・教育力向上（ファカルティ・ディベロップメント）施策の全学的実施に関する事項
・その他については別紙4「教務委員会規程」参照。
＜FD部会＞
以下の事項について審議。
・ラーニングアシスタント制度、アカデミックアドバイザー制度等の運用状況
・教育改善、初年次教育等への取組み状況のとりまとめ、情報共有等
その他、令和2年度は、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止策としてのオンライン授業実施における課題の取りまとめ、解決策の
検証等を実施。
・令和3年度は、面談による成績や退学への影響を調査。結果を情報共有し、効果的な面談のあり方を検討するため、各学部へ引き続
き協力依頼がなされ、意見交換が行われた。

　ａ　実施内容

　ｃ　委員会の審議事項等

38



　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

〇全学的な取組み
1) 第1回を4月6日、7日に開催。対象者48名全員が出席。主な内容は以下のとおり。
・本学の大学教育活動
・授業における学生への配慮、ハラスメントについて
・研究支援及び研究倫理等に関する取組みと安全保障輸出管理について
・大学に求められるFDと質保証
・能動的な学習の促進に向けて
・LMSの基本操作について
・多面的な評価方法
・オンライン授業の工夫・学びを促進するための授業時間外学習

　第2回を8月30日～9月10日にかけて実施。対象者48名。
・IRデータに基づく本学の教育環境に関して（必修）　出席41名
・気になる学生に対する支援（選択）　出席15名
・早稲田大学におけるオンライン教育の取り組みとその位置づけ（講師：早稲田大学森田裕介氏）（選択）　出席15名
・授業改善に関する事例報告：理系・文系・ICT関連（選択）　出席19名
・授業改善に関する事例報告：共通教育・言語教育関連（選択）　出席19名
・授業改善に向けたワークショップ：ルーブリックを作成する　出席4名
・LUNA活用講座：成績管理を使いこなす/LUNA基本操作確認　出席32名

　第3回を2月14日～28日にかけてオンデマンドによる研修、および講演会・ワークショップを2月24日、25日に開催。
・本年度担当した教育活動の振り返り「教育活動リフレクションシート」の提出および授業デザインを考慮したシラバスの作成（必
修）
・教育の継続的改善とIRの役割（選択）　出席29名
・グループワークを活かした授業デザインと実践（選択）　出席8名
・インストラクショナルデザインを用いた授業設計（選択）　出席8名

令和4年度は、春期を4月5日、6日に開催。対象者30名うち、5日29名、6日30名が出席。主な内容は以下の通り。
・これからの大学教育に求められるもの
・本学が重視する教育活動について
・Kwanseiコンピテンシーを軸とした学修成果の分析
・ハラスメントを防ぐ
・授業における学生への配慮について
・本学の授業実践事例の紹介
・LMSの基本操作
・研究支援及び研究倫理等に関する取り組み安全保障輸出管理について
・大学図書館の選書と利用について
・LMSの基本操作

その他については、令和4年度内に順次実施予定。

2)夏期、8月30日、9月3日、6日、7日、8日にかけて新任教員研修会と合同でFD・SD研修会として実施。
・気になる学生に対する支援　出席23名
・早稲田大学におけるオンライン教育の取り組みとその位置づけ（講師：早稲田大学森田裕介氏）　出席24名
・授業改善に関する事例報告：理系・文系・ICT関連（選択）　出席20名
・授業改善に関する事例報告：共通教育・言語教育関連（選択）　出席20名
・授業改善に向けたワークショップ：ルーブリックを作成する　出席5名

　冬期、FD・SD研修会として、新任教員研修会と合同で講演会・ワークショップを2月24日、25日に開催。
・教育の継続的改善とIRの役割　出席16名
・グループワークを活かした授業デザインと実践（選択）　出席6名
・インストラクショナルデザインを用いた授業設計（選択）　出席3名

3) 原則全科目を対象に、春・秋各学期において、全学統一の質問項目でWeb方式により実施した。教員は各担当科目の集計結果を基に
コメントを提出し授業改善を図っている。

4) 各学部のFD活動報告を「高等教育推進センターニューズレター」に掲載。令和4年3月末に発行、HP掲載、学内外含む関係各所に配
付、発送を行った。

5)2022年1月にIRシステムを利用し、BIツールを用いて学部事務室等において簡便に各種調査結果や集計の確認が可能になった。
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アンケート結果について、項目ごとに各学部の科目区分毎にマクロで分析したレーダーチャートを全学生・全教職員に公表している。
また、調査結果を踏まえて「学生の評価に対するコメント」と「今後の改善点について」の2点について、各教員がまとめた改善報告
書や各学部の総評を全学生・全教職員に公表している。建築学部も全学部と同じ方法で公表する予定である。

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

・令和3年度の新任教員研修会は年間15時間の受講を必須としてプログラムが提供された。様々な学生に対する教育においては、多く
の教員が教育活動を実施する上で、支援方法を模索していることが明らかになった。IRデータを用いたテーマでは、入試形態が異なる
学生の成績や就職状況の傾向などを取り上げ、本学の学生の特徴をコンパクトに捉える上で貴重な情報提供となった。インストラク
ショナルデザインを用いた授業設計やグループワークによる授業の進め方を学ぶテーマでは、ワークショップ形式（オンライン研修含
む）により、学部を越えた教員間の交流の機会とともに有用な情報共有の場となった。

・令和3年度のFD・SD研修会を通して、支援を必要とする学生への対処や教員自身の悩みや相談も含め、相談窓口の活用が可能である
ことを知ることができた。授業改善のための事例紹介では、文系・理系・ICT関連、言語、共通教育等様々な分野の講師より、コロナ
禍によりオンライン授業を余儀なくされた各授業での様々な工夫や取り組みが紹介され、活発な意見交換がなされ知見を得ることがで
き、学内の事例共有によるコミュニティ作りも視野に入れ検討する。学外者による講演会では、IR分析の現状や全学的に展開するオン
ライン教育の全学的な取り組みの紹介、グループワーク授業の実践方法などをテーマに、授業改善への課題の解決方法や実践的、効果
的な手法について学び、意欲的に研修に取り組んだ。

・学生による授業評価アンケートの結果を分析し、各教員に報告をしており、それについて各教員はコメントを提出することとしてい
る。また、その教員コメントを学内で公開し、相互研鑽に務めている。各学部等のFD委員会において活動結果をニューズレターに掲載
し、学部間等の情報交換としている。また、ニューズレターや高等教育推進センター紀要『関西学院高等教育研究』を各教員に配付す
ることにより情報の共有を行っている。

・学部等における施策の検討立案に役立てていく。なお、令和4年度より、IR分析業務については総合企画部に移管する。

令和4年度に上記の取組みを計画通り実施し、その結果を踏まえ授業改善に取り組む予定。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

学生に対する授業評価アンケートは、毎年度、学期ごとに全学生を対象に、全学的に統一された方式で実施しており、建築学部もこの
方式で実施する予定である。実施方法は各学部で専任教員3科目以上、非常勤講師1科目以上の科目を抽出して実施する「マークシート
方式で実施する調査」と、マークシート方式で実施しない科目を対象とした「Web方式で実施する調査」の2方式である。このほかに全
学統一書式で「自由記述用紙で実施する調査」も毎年全開講科目を対象として実施している。
・令和3年度は、新型コロナウイルス感染予防対策のため、原則全科目Web方式による調査を実施した。
調査実施期間は、春学期6月25日～7月15日、秋学期12月10日～翌年1月18日。また、全学統一書式の「自由記述用紙で実施する調査」
についても同じく新型コロナウイルス感染予防を考慮し配布回収は実施せず。
・令和4年度より、原則全科目を対象にWeb方式による悉皆調査を実施する。
・令和2年度に追加されたオンライン授業に関する調査項目を含め、調査項目の整理と見直しを図り、引き続き調査を実施する。
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　　　あることを説明してください。併せて、別途委員名簿を変更内容が分かるよう加筆の上、提出してください。）

　　（5月1日現在の委員名簿も添付してください。委員に変更がある場合は、その内容と各区分を踏まえた委員構成で

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職学科、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

　　該当なし。

　b　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への見直し状況

　ｄ　その他

　　・　産業界との連携に関する○○の観点から教育課程に対する提案内容

　c　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への反映状況

　　記入例）

　　・　地域との連携に関する○○の観点から教育課程に対する提案内容

①　体制

　ａ　委員会の設置状況

　ｂ　委員会の開催状況（回数や開催日など）

　ｃ　委員会の審議事項等

②　審議状況

　ａ　審議した内容
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（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

③　認証評価を受ける計画

　　・令和2年度に大学基準協会による機関別認証評価を受審。次回は令和9年度に受審予定。

　（専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院については、機関別認証評価と分野別認証評価それぞれの受審計画について記載してください。）

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　・令和5年度に公表予定

　ｂ　公表方法

　　・大学Ｗｅｂサイトにて公表予定

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

建築学部建築学科の設置の趣旨・目的を実現するために、建築学部建築学科の教員組織及び教育課程を編成したが、1年目に続き、2年
目の春学期においても、予定していた全ての授業を適正な規模で開講することができた。今後も学年進行に従って、教員組織及び教育
課程をはじめとする設置計画を確実に履行したい。

　　　　いて記入してください。

建築学部建築学科は、令和3年度は入学定員132名に対し、1期生として127名の新入生を迎えた。入学定員超過率は、0.96倍であった。
志願者数は1,854名であり、積極的な広報活動を行った結果多くの志願者が集まったにも関わらず、入学定員を満たす入学者数を確保
することができなかった。令和4年度は継続して積極的な広報活動を行い、また令和3年度のデータを活用し入学定員132名の学生確保
を目指した結果、定員を上回る168名の新入生を迎え、入学定員超過率は、1.27倍であった。2年間の平均定員超過率は、1.11倍となっ
た。新学部ということもあり歩留まりを予測することが難しく、1年目は定員を満たせず、一方2年目は入学者が想定を超える状況と
なった。過去2年間の志願者の平均は1,869名と入学定員を大きく上回っており、本学部に対する社会的な需要が高いことが示されてい
る。次年度以降、令和3年・4年度のデータを活用し、歩留まりの予測精度を高めることで、より安定的な定員確保を目指す。併せて、
受験生への積極的な広報活動も継続的に実施し、入学定員の確保に努めたい。

建築学部建築学科の設置の趣旨・目的は、安全・快適で美しい建築及び都市空間の計画、設計、運営等に関する専門的知識と技術に基
づいて、グローバルな視点で建築と都市の未来を創造する国際的人材を養成することで建築学の立場から社会に貢献することを目的と
している。

（４） 自己点検・評価等に関する事項
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※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

○　設置計画履行状況報告書（令和４年度）

（５） 情報公表に関する事項

43



別紙1

44



別紙2

45



別紙3

46



別紙4

47



別紙4

48



別紙4

49



2010 12  

1

2

3

4

5 TA LA  

6

7

1

2

3

4

5

6

別紙5

50



10  

1

2

3

4

5

6

7

11  

12  

1

2

3

4

5

13

14

15

16

1  

2  

別紙5

51



3

4

5

6

17  

18  

1

2

3

4

FD   

19  FD

FD

 FD  

1  

2    

3   

4    

5    

6    

7    

4 7

8   

9  

10   

11   

12   

別紙5

52



8 12

13   

 

 

FD  

20  FD  

FD   

 FD  

1   

2    

3    

4   

5 4

6   

 

 

21

1  

2  

3  

別紙5

53



4  

5  

6  

22

1

2

3

4

5

6

7

23

24

25

別紙5

54



26  

27  

2010 22  

2010 22  

2012 24  

2013 25  

2017 29  

2022  4  

別紙5

55


	1.調査対象大学等の概要等
	2.授業科目の概要
	3.施設・設備の整備状況、経費
	4.既設大学等の状況
	6.附帯事項等に対する履行状況等
	7.その他全般的事項



